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Ⅱ 教育委員会の活動状況 

１ 教育委員会の組織 

（１）組織 

教育委員会は、都道府県及び市町村等に置かれる合議制の執行機関であり、学校教育、社会教

育、文化財保護等に関する事務を管理及び執行している。 

 

（２）委員 

大阪市教育委員会は、６名の委員で構成され、人格が高潔で、教育、学術及び文化に関し識見

を有する者のうちから、市長が市会の同意を得て任命している。任期は４年となっている。 

委員長は、委員のうちから選挙により選ばれ、任期は１年で、教育委員会の会議を主宰し、教

育委員会を代表する。 

教育長は、委員（委員長を除く）のうちから教育委員会が任命し、教育委員会の指揮監督の下

に、教育委員会の権限に属する全ての事務をつかさどる。 

 

（平成 27年 10月現在） 

職名 氏名 職業 任期 

委員長 大森不二雄 
首都大学東京 

大学教育センター教授 
24.6.1～28.5.31 

委員 

（委員長職務代理者） 
林園美 無職 25.4.5～29.4.4 

委員 高尾元久 無職 
23.2.21～27.2.20 

27.2.21～31.2.20 

委員 西村和雄 
神戸大学 

社会科学系教育研究府特命教授 
25.4.1～29.3.31 

委員 帯野久美子 
株式会社インターアクト・ジャパン 

代表取締役 
26.5.8～30.5.7 

委員 山本晋次 教育長 26.5.8～30.5.7 
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２ 教育委員会の活動 

（１）教育委員会会議 

教育委員会は委員の合議制の機関であり、教育委員会会議において次に掲げる事項を決定し、

その決定に基づき教育長が事務局を指揮監督して事務を処理している。 

(1) 教育行政の運営に関する基本的な方針・計画の策定・改訂 

(2) 教育委員会規則の制定改廃 

(3) 予算その他市会の議決を経るべき議案についての市長への意見陳述 

(4) 係長以上の職員・校長・教頭の任免、教諭・養護教諭・栄養教諭の採用、職員・教員の分

限・懲戒、附属機関の委員の任免等 

(5) 教育委員会表彰の授与 

(6) 学校園等の教育機関の設置・廃止 

(7) 教科書の採択 

教育委員会会議は委員長が召集し、原則として月２回の定例会及び必要が生じたときに臨時会

を開催し、26年度は定例会24回、臨時会７回であった。会議では、202件の議案を審議し採決を行

うとともに、９件の報告を聴取した。会議は公開を原則とし、開催予定や議案等、会議録をホー

ムページに掲載して情報発信に努めた。 

 

【主な議案、報告事項】 

・平成 27年度使用教科用図書の採択の方式について 

・平成 25年度教育委員会事務局運営方針自己評価について 

・校長公募について 

・平成 28年度大阪市立高等学校入学者選抜方針について 

・公設民営学校の設置における制度設計（案）について 

・平成 27年度大阪市立なにわ高等特別支援学校職業学科入学者選抜方針について 

・体罰・暴力行為を許さない学校づくりの徹底について 

・就学前教育カリキュラムについて 

・平成 26年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査における大阪市の概要及び関係の取組に

ついて 

・平成 26年度大阪市「全国学力・学習状況調査」の結果について 

・教育行政点検評価について 

・区担当教育次長の設置にかかる協議書案について 

・今後の学校適正配置の進め方について 

・デザイン教育研究所の募集停止の取り扱いについて 

（２）教育委員協議会 

教育委員会会議以外に教育施策等に関する意見交換や、議案についての事前の調査・研究など

を行うほか、次に掲げる案件を協議するため、教育委員協議会を 26年度は 31回開催した。 

・教育行政点検評価について 

・平成 27年度教育委員会事務局運営方針について 

・平成 27年度予算について 

・分権型教育行政への転換について 
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・高校入試選抜制度の改善について  

・生涯学習大阪計画について 

・幼児教育カリキュラムについて 

・学校現場の負担軽減と校長のマネジメントの確立 

・インクルーシブ教育システムの構築 

・個別指導教室 

・学校図書館の充実について 

・公設民営学校について 

・中学校給食について 

・教室内環境の整備について 等 

 

（３）市長と教育委員の協議 

適切な役割分担の下に教育施策の充実を図るため、課題への対応について検討するとともに施

策の実施に必要な調整を行うことを目的として、市長と委員の協議を６回実施した。 

・いじめの問題の実態と対策など 

・学校運営における校長の権限行使など 

・安心できる学校づくりについて 

・部活動指導の今後のあり方について 

・児童生徒の問題行動レベルに応じた対応指針について 

・中学校給食の改善について 

・平成 27年度 教育施策・予算の基本方針（案） 

・これからの教育行政の推進について～分権型教育行政への転換について～ 

・教室内環境モデルについて 等 

 

（４）その他の活動 

各委員は、上記のほかに次に掲げる様々な活動を行っている。 

○市会に出席し教育委員会の見解を表明 

・市会本会議（３回） 

・市会教育こども委員会（６回） 

・市会財政総務委員会（２回） 

○市長への平成 27年度予算意見陳述等 

○指定都市教育委員・教育長協議会等への出席（３回） 

・平成 26年度指定都市教育委員・教育長協議会（２回） 

・大阪府・大阪市・堺市教育委員会懇談会（１回） 

○学校園等の教育機関への視察（３校） 

阪南小学校、泉尾東小学校、デザイン教育研究所 

○教員採用選考及び校長公募選考面接官 

○各種式典等への出席（５回） 

・平成 26年度大阪市ＰＴＡ協議会退任理事等感謝状贈呈式 

・平成 26年度市長・教育長表彰 等 

   


